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年齢
短時間部
長時間部
合計

1歳児
ー
30人
30人

3歳児
56人
39人
95人

計
200人
200人
400人

5歳児
72人
40人
112人

4歳児
72人
40人
112人

2歳児
ー
36人
36人

0歳児
ー
15人
15人

■ 定員について
長時間部（０～５歳児）

午前7時～午後7時

日曜日・祝日・年末年始

▲ただし、短時間部3歳児の保育時間については、１学期は午後1時まで、2学期は午後2時まで、3学期からは午後3時までと
なります。

平日
土曜日

短時間部（３～５歳児）
午前9時～午後3時

ーーーーー
土・日曜日、祝日、
年末年始、長期休業日休園日

開
園
日

■ 開園日・休園日について

■ 認定こども園とは
　幼稚園と保育所のそれぞれの良いところを生かしながら、
その両方の役割を果たすことができる新たな施設です。
　かみじょう認定こども園は、教育と保育を一体的に提供
する幼保連携型の施設です。
　さらに、認定こども園に通っていない親子に対しても、
子育て相談や親子の集いの場の提供などの子育て支援を行
います。
認定こども園は…
▷保護者の就労に関係なく利用が可能です（なお、0～ 2
歳児は長時間部のみの利用となりますので、保護者の就
労などが必要になります）

▷集団活動や異年齢交流による健やかな育ちを支援します
▷地域の子育て家庭を応援します
▷待機児童の解消に役立ちます
■ こども園の理念について
①就学前の子どもの成長と発達段階に応じた教育・保育を
一体的に行い生涯にわたる人間形成の基礎を培う

②すべての子どもたちにひとしく、笑顔と子どものしあわ
せを保障する

③子どもの視点に立って、一人ひとりのすこやかな育ちを
守る

④子育ての大切さを地域みんなで認め合い、子どもと子育

て家庭を支援する
■ 子育て支援事業について
地域子育て支援センターおよび広場事業　遊びの場の提供
と遊びの支援、子育て相談・各種講座の開催派遣、子育てサー
クル活動の支援、子育て情報の収集・情報の発信、子育て
機関と連携する事業
一時預かり保育 保護者がパートなどで週 1～ 3 日くらい
断続的に働いたり、育児疲れの解消や出産、看護、疾病な
どで家庭での保育が困難となった場合やリフレッシュなど
一時的にお子さんをお預かりする事業
緊急一時保育　保護者が病気や出産などのため入院をしな
ければならなくなったときや、ご家族の人が入院をしてそ
の介護・看護をしなければならなくなったときなど、その
他緊急かつ一時的にお子さんをお預かりする事業
■ 給食について
　認定こども園では給食を実施します。短時間部の給食（1
食あたり 230円）は 1か月単位の選択制のため、給食を選
択せず弁当持参も可能です。
■ 一時預かり保育（短時間部）について
　認定こども園の短時間部を対象とした一時預かり保育は、
長時間部の子どもと一緒に過ごします。
問合　こども未来課（市役所１階３番窓口）

入園手続き
　平成 27 年 4 月からの認定こども園・保育所・幼稚園な
どの利用を希望する保護者の人は、利用のための認定を受
ける必要があります。
3つの認定区分
▷1 号認定　教育標準時間認定　お子さんが満 3 歳以上で、
保育の必要性なし→（利用先）幼稚園・認定こども園
▷2号認定　満3歳以上保育認定　お子さんが満3歳以上で、
「保育の必要性」あり→（利用先）保育所・認定こども園
▷3号認定　満3歳未満保育認定　お子さんが満3歳未満で、
「保育の必要性」あり→（利用先）保育所・認定こども園
1号認定（幼稚園・認定こども園短時間部）の流れ
幼稚園などに直接申込→幼稚園などから内定を受ける（定
員超過の場合は選考あり）→幼稚園などを通じて認定の申請
→幼稚園などを通じて市役所から認定証を交付→入園決定

→保育料決定
2・3号認定（保育所・認定こども園長時間部）の流れ
保育所などの利用希望の申込・認定の申請→市役所から認
定証を交付→申請者の希望、保育所などの状況などにより
市役所が利用調整する（定員超過の場合は選考あり）→入園
決定→保育料決定
　なお、選考の結果、希望の園に入園できない場合や、保
育所などでは待機児童になる場合もあります。
保育料について
　平成 27 年 4 月からの保育料については、今後国が定め
る基準を上限に市が決定します。決定時期については現在
未定です。幼稚園の保育料は、現在は年齢によって決まっ
ていますが、平成27年4月からは保護者の市民税額によっ
て保育料が決定します。
問合　こども未来課（市役所１階３番窓口）

平成 27年 4月から認定こども園・保育所・幼稚園の
入園の手続きと保育料が変わります。

平成 27年４月開園
かみじょう認定こども園新入園児募集

平成 27年度
幼稚園・保育所・認定こども園入園募集
　幼稚園・保育所・認定こども園では就学前の子どもの成
長と発達段階に応じた教育・保育を行います。
　乳幼児期は人間形成の基礎を培う大切な時期です。幼稚
園・保育所・認定こども園では、乳幼児の自然な生活の流

れの中で、具体的･直接的な体験を積み重ね、基本的生活習
慣の確立や集団生活の楽しさを知り、何事にもみずからか
かわろうとする「心情」「意欲」「態度」を育てていきます。
問合　こども未来課（市役所１階3番窓口）

4・5歳児（市立幼稚園）

10月 8日㈬～随時交付

10月23日㈭・24日㈮　午後2時～5時

各市立幼稚園

公立・民間保育所
および認定こども園
（長時間部）

市役所

11月7日㈮

午前9時～午後5時

午前9時～午後5時
101会議室

11月 10㈪～13日㈭

午前9時～午後5時

午前9時～午後5時
101会議室

11月 8㈯・9日㈰

午前9時～正午
玄関ロビー

3歳児（市立幼稚園・市立認定こども園〈短時間部〉）
４歳児･５歳児（市立認定こども園〈短時間部〉）

10月 8日㈬～10日㈮
午後１時～5時
10月15日㈬　午後２時30分～
募集定員超過の場合抽選あり
10月23日㈭・24日㈮　午後2時～5時
各市立幼稚園・市立認定こども園
（かみじょう認定こども園短時間部の申し込みは上條幼稚園）

入園申込み書交付
および受付
入園決定日
入園願書交付
入園願書受付

受付場所

募集の詳細
市内在住の幼児
▷3歳児…平成23年4月2日～平成24年4月1日生まれ
▷4歳児…平成22年4月2日～平成23年4月1日生まれ
▷5歳児…平成21年4月2日～平成22年4月1日生まれ

　なお、校区外からも申し込みができますのでご相談くだ
さい。
問合　こども未来課（市役所１階 3 番窓口）または各市立
幼稚園・市立認定こども園へ

　平成 27 年 4 月からの保育所への入所申込書の配布およ
び受け付けについて、次のとおり実施します。
　保育所・認定こども園へすでに入所している児童の継続
入所または新規に入所を希望する人は、必ず期間内にお申
し込みください。
１．申込書配布開始
　10 月 9 日㈭からこども未来課（市役所１階 3 番窓口）
および公立・民間保育所（園）および認定こども園で配布
２．在園児継続入所申込受付
①受付期間　10月30日㈭～11月6日㈭
②受付場所　現在入所している保育所

３．新規入所受付
①受付期間　11月7日㈮～13日㈭
②受付場所・受付期間は下表のとおり
　なお、出産予定の場合、3 か月児は平成 27 年 1 月 2 日
出産予定で受け付けし、産休明け（57 日目）児は平成 27
年 2 月 3 日出産予定で受け付けます。また、平成 27 年 4
月1日までの転入予定者は、転入予定で受け付けします。
問合　こども未来課（市役所１階 3 番窓口）または各保育
所（園）・認定こども園へ
　平成 26 年度現在、アイビースクール・アンビーについ
ては市役所では受け付けを行っていませんが、平成27年 4
月以降の入園については、市役所でも受け付けを行います。

平成 27年度の市立幼稚園・認定こども園（短時間部）
の新入園児を募集します。

平成 27年度の保育所・認定こども園（長時間部）
の新入園児を募集します。

■ 新規入所受付の日程と場所

■ 新規入園受付・受付期間

3 広報いずみおおつ　平成26年9月号



4

Ｎ

商工会議所
地域経済課

大阪臨海線

南海泉大津駅

大津神社

⑪助松プール

⑨浜小学校消防本部

泉大津警察署泉大津警察署

市民会館

⑩松之浜長寿園
助松公園

⑫小津
中学校

古池公園

松ノ浜駅

北助松駅

⑮上條小学校

阪神高速道路湾岸線

大阪臨海線

泉
大
津
美
原
線

商工会議所
地域経済課

助松神社助松神社

泉
大
津
出
入
口

⑧浜児童遊園⑧浜児童遊園

浜保育所

同報系防災行政無線
スピーカー放送箇所

…訓練対象区域

③戎小学校

南公民館

大
津
川

⑦
教
育
支
援
セ
ン
タ
ー

と

市立病院

⑭市役所⑭市役所

あすと松之浜

ポートサービス
センタービル

④戎幼稚園

⑥耐震貯水槽用地

⑤東港公園

なぎさ
テニスコート

①河原町児童公園第3

②清水町児童公園

助松神社

⑬旭小学校

…

戎
町
公
園

（
避
難
訓
練
会
場
）

上條小学校
（避難訓練会場）

東
雲
公
園

（
避
難
訓
練
会
場
）

津波避難時の心得

場　所
河原町児童公園第3
清水町児童公園
戎小学校
戎幼稚園
東港公園
耐震貯水槽用地
教育支援センター
浜児童遊園
浜小学校
松之浜長寿園
助松プール
小津中学校
旭小学校
市役所
上條小学校

番号
①
②
③
④
⑤
⑥
⑦
⑧
⑨
⑩
⑪
⑫
⑬
⑭
⑮

同
報
系
防
災
行
政
無
線
ス
ピ
ー
カ
ー
放
送
箇
所

　
東
日
本
大
震
災
の
教
訓
を
踏
ま

え
、
今
後
発
生
が
予
想
さ
れ
て
い
る

南
海
ト
ラ
フ
地
震
な
ど
の
海
溝
型
地

震
に
よ
る
津
波
災
害
を
想
定
し
て
、

避
難
経
路
や
避
難
目
標
地
点
な
ど
の

確
認
を
行
う
こ
と
に
よ
り
、
自
分
自

身
の
身
を
守
る
方
法
に
つ
い
て
再
度

確
認
し
て
い
た
だ
く
た
め
に
、
次
の

と
お
り
津
波
避
難
訓
練
を
行
い
ま

す
。
皆
さ
ん
積
極
的
に
ご
参
加
く
だ

さ
い
。

実
施
日
時
　
９
月
５
日
㈮
　
午
前
10

時
〜
正
午
（※

大
阪
８
８
０
万
人
訓

練
と
同
日
で
す
が
、
訓
練
の
開
始
時

間
は
異
な
り
ま
す
。
大
阪
８
８
０
万

人
訓
練
は
、
午
前
11
時
開
始
）

訓
練
想
定
　
午
前
10
時
に
、
紀
伊
半

島
沖
で
震
源
の
深
さ
20
㎞
、
マ
グ

ニ
ュ
ー
ド
９
・
０
の
海
溝
型
地
震
が

起
こ
り
、
そ
れ
に
よ
り
津
波
が
発
生
、

大
阪
湾
に
も
襲
来

訓
練
対
象
地
域
　
津
波
浸
水
想
定
区

域
（
お
お
む
ね
堺
阪
南
線
か
ら
海
側

の
地
域
）

訓
練
参
加
者
　
訓
練
対
象
地
域
内
の

住
民
、
小
学
校
お
よ
び
幼
稚
園
・
保

育
所
（
事
前
に
申
し
込
み
の
な
い
人

で
も
参
加
可
）

避
難
訓
練
会
場
　
戎
町
公
園
、
東
雲

公
園
、
上
條
小
学
校

訓
練
内
容
　
訓
練
参
加
者
は
、
同
報

系
防
災
行
政
無
線
の
拡
声
器
か
ら
放

送
さ
れ
る
避
難
指
示
に
基
づ
き
避
難

を
開
始
、
自
宅
か
ら
安
全
に
避
難
で

き
る
経
路
の
確
認
な
ど
を
行
い
な
が

ら
、
避
難
訓
練
会
場
に
避
難
す
る

同
報
系
防
災
行
政
無
線
の

拡
声
器
使
用
の
お
し
ら
せ

　
９
月
５
日
の
津
波
避
難
訓
練
で

は
、
訓
練
対
象
地
域
に
設
置
し
て
い

る
同
報
系
防
災
行
政
無
線
の
拡
声
器

に
て
、
次
の
と
お
り
訓
練
放
送
を
行

い
ま
す
の
で
ご
協
力
を
お
願
い
い
た

し
ま
す
。

　
当
日
の
放
送
は
訓
練
で
す
の
で
、

お
間
違
え
の
な
い
よ
う
に
十
分
ご
注

意
く
だ
さ
い
。

放
送
日
時
　
９
月
５
日
㈮
　
午
前
10

時
３
分
ご
ろ

放
送
範
囲
　
南
海
本
線
か
ら
海
側
の

住
宅
地
域
、
避
難
訓
練
会
場
で
あ
る

戎
町
公
園
、
市
役
所
、
上
條
小
学
校

お
よ
び
旭
小
学
校
か
ら
放
送
（
た
だ

し
、
風
向
な
ど
に
よ
り
、
前
記
地
域

以
外
に
聞
こ
え
る
場
合
が
あ
り
ま
す

の
で
、
十
分
ご
注
意
く
だ
さ
い
）

放
送
内
容
　
▽
訓
練
の
予
告
放
送
が

流
れ
る
　
▽
そ
の
後
、
サ
イ
レ
ン
が

約
５
秒
鳴
る
　
▽
引
き
続
き
、
次
の

内
容
の
放
送
が
２
回
流
れ
る

　「
訓
練
、
訓
錬
、
訓
練
こ
ち
ら
は
、

泉
大
津
市
災
害
対
策
本
部
で
す
。
午

前
10
時
３
分
大
阪
府
沿
岸
に
津
波
警

報
が
発
表
さ
れ
ま
し
た
。
す
ぐ
に
安

全
な
場
所
に
、
避
難
し
て
く
だ
さ
い
。

こ
れ
は
、
訓
練
、
訓
練
で
す
」

（
繰
り
返
す
）

　「
以
上
で
訓
練
放
送
を
終
了
い
た

し
ま
す
」

　
以
上
の
よ
う
な
放
送
が
流
れ
ま
す

の
で
、
津
波
避
難
訓
練
に
参
加
し
な

い
人
お
よ
び
訓
練
地
域
以
外
の
皆
さ

ん
に
は
、
お
騒
が
せ
し
ま
す
が
、
ご

理
解
の
ほ
ど
よ
ろ
し
く
お
願
い
し
ま

す
。

問
合
　
危
機
管
理
課
（
市
役
所
４
階
）

津
波
避
難
訓
練
を
実
施

訓
練
対
象
地
域
に
設
置
し
て
い
る

拡
声
器
で
訓
練
放
送
を
行
い
ま
す

9/5［fri］

地域での協力が大切！　避難は徒歩で！　海岸や川には近づ
かない！　独自の判断で戻らない！
　南海トラフでの地震発生後、泉大津市に約 95 分後で最大
4.4m の津波が到達することが想定されています。身の安全
を確保して、強く長い揺れを感じたらすぐに津波の情報を確
認し、南海本線より東の避難目標地点へ避難しましょう。
①地震発生→②大津波警報・津波警報が発令、強い地震や長
い揺れを感じた、市から避難指示避難勧告が発令された→③
地震発生後約 95 分で津波がくる→④水平避難（南海本線よ
り東の避難目標地点へ避難しましょう）→どうしても水平避
難が困難な場合は、垂直避難（逃げ遅れたり、遠くまで避難
が困難なときは、津波避難ビルなど高いところへ避難しま
しょう）

5 広報いずみおおつ　平成26年9月号

　市では、市民や市民活動団体が主体的にまちづくりに参
画できるよう、市民活動支援の体制づくりを進めています。
　この制度は市民活動団体が、その活動内容などを市に登
録し、市がその登録情報を広く公開することで、登録団体
への新たな市民の参加や団体同士のネットワークが生まれ
るなど、活動の広がりが期待できます。
　現在、市民活動を行っている団体は、趣旨をご理解のうえ、
本制度をご活用ください。
登録の要件
　不特定かつ多数のものの利益の増進のため自発的に社会
貢献活動を行う営利を目的としない団体で、次に掲げる要
件を満たしている必要があります。
①泉大津市内に事務所を有する団体または主に泉大津市内
で活動する団体であること

②規約または会則が整備されていること
③１年以上継続して活動していること。ただし、活動が１
年未満であっても、実績があり、今後も引き続き活動が

行われると認められる団体は、この限りではない
④政治活動、宗教活動、選挙活動を目的とする団体ではな
いこと

⑤法令その他公序良俗に反する活動を行う団体でないこと
登録の申請
　登録申請は、随時受け付けます。所定の登録申請書（※）
に必要事項を記入し、団体の規約、会則などを添付のうえ、
人権市民協働課に提出してください。
※登録申請書は市ホームページ（募集コーナー）、人権市民
協働課で入手できます。ご希望により郵送も可能です。
登録情報の公開
　登録が適当であると認めるときは、登録された内容を市
のホームページに公開します。
　なお、この登録により、団体の活動などを市として保証
するものではありませんので、ご留意ください。
問合　人権市民協働課（市役所１階２番窓口）

訓練の趣旨
　東日本大震災の際、地震発生時の判断と行動が生死を大
きく分けました。災害発生時にきちんと行動するには、正
確な情報をいち早く知ることが大切です。
　この訓練では、携帯電話に訓練情報を送信します。地震
発生時、どのようにして情報を入手し、どのように対応す
るのか、これらについて考え・行動するきっかけを提供し
ます。また、この機会に防災訓練への参加を呼びかけ、災
害時の初動の大切さについて理解を深めていただきたいと
考えています。
実施日時　9月 5日㈮　午前11時開始
訓練当日　午前 11 時地震発生、午前 11 時 3 分ごろ大津
波警報発表（訓練用の緊急速報メールが携帯電話など〈対
応機種のみ〉に届く）
注意事項など　▷緊急地震速報のブザー音ではありません
　▷マナーモードでも着信音が鳴ります　▷大阪府全域向
けの送信に続いて、泉大津市から２回目の訓練用の緊急速
報メールを送信します。1 回目（午前 11 時 3 分〈大阪府
から発信〉配信エリア～大阪府全域）。2 回目（午前 11 時
15 分〈泉大津市から発信〉配信エリア～泉大津市、ただし
隣接する市町の一部に配信されることもあります）
　なお、携帯電話の対応機種については、各携帯電話会社
にお問い合わせください。

　エリアメール／緊急速報メールに対応していない機種を
お持ちの人は、以下をご利用ください。
おおさか防災情報メール（登録者のみ）　気象、地震、津波
情報、災害時の避難勧告・指示や緊急のお知らせをメール
配信 (http://www.osaka-bousai.net/pref/PreventInfoM
ail.html）
Yahoo! 防災情報（登録者のみ）　大阪880万人訓練に合わ
せて、大阪府全域を対象に Yahoo! 独自の訓練情報が配信
（http://emg.yahoo.co.jp/）
訓練の目的
　府内の一人ひとりが、事前に考え、行動し、再確認して
いただくために実施する訓練です。
訓練前　地震や津波が発生したときに、どのような行動を
するかを考えておく
訓練当日　考えておいた訓練行動をする
訓練後　地震や津波が発生したときに、命を守る行動がで
きるか再確認する。訓練でどのような行動を取るか考えて
おき、訓練当日に実行しましょう！
日ごろからの備え
▷背の高い家具などを留め具で固定し、家の中に「安全空間」
を作りましょう

▷非常持ち出し品（ラジオ、懐中電灯などは電池も点検）
を玄関に準備しましょう

▷家族や大切な人と避難後に再会する場所をあらかじめ決
めておきましょう

問合　大阪府（☎06・6941・0351 代表、☎06・6910・
8001 府民お問合せセンター、ホームページ大阪 880 万人
訓練http://www.pref.osaka.lg.jp/shobobosai/trainig_
top/）
　なお、訓練当日は電話がつながりにくくなることがあり
ます。なるべく事前にお問い合わせください。

大阪 880 万人訓練
を実施

府内の一人ひとりが、事前に考え、行動し、再確認し
ていただくために実施する訓練です。

大阪 880 万人訓練
を実施

府内の一人ひとりが、事前に考え、行動し、再確認し
ていただくために実施する訓練です。

市民活動団体の登録団体を募集しています！
本市では、市民活動支援の体制づくりを進めています

活動内容がホームページで公開されることにより、登録団体への新たな市民の参加や団体同士のネットワーク
が生まれるなど、活動の広がりが期待できます。

▷津波避難訓練／大阪880万人訓練／市民活動団体の登録団体募集
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本市補助制度　～必ず、事前にご相談ください～

耐震設計費用の 70％（ただし、10万円を限度とする）

定額 40万円に 30万円を上乗せし 70万円（所得により
定額 60万に 30万円を上乗せし 90万円）
※上乗せ補助は平成 27年度まで

定額 40万円　※除却補助は平成 27年度まで

①耐震診断費用の 90％（ただし、4万 5,000 円を限度
とする）
②建築物の床面積に１㎡当り 1,000 円を乗じて得た額
※①、②のいずれか低い額

耐震診断

耐震設計

建物除却

耐震改修

窒息・圧死
88％

　
今
後
、
高
い
確
率
で
発
生
が
予
測

さ
れ
る
南
海
ト
ラ
フ
の
巨
大
地
震

や
、
上
町
断
層
帯
な
ど
に
よ
る
都
市

直
下
型
の
大
地
震
に
備
え
、
住
宅
の

耐
震
化
対
策
を
講
じ
て
お
く
こ
と
が

大
切
で
す
。
平
成
７
年
に
起
き
た
阪

神
・
淡
路
大
震
災
で
は
、
瞬
時
に
住

宅
が
倒
壊
し
、
そ
の
下
敷
き
に
よ
り

亡
く
な
っ
た
人
が
、
全
体
の
約
９
割

を
占
め
ま
し
た
。
建
築
基
準
法
の
改

正
に
よ
り
、
耐
震
基
準
が
強
化
さ
れ

る
昭
和
56
年
以
前
に
建
築
さ
れ
た
木

造
住
宅
ほ
ど
、
多
く
の
被
害
が
見
ら

れ
ま
し
た
。
こ
の
よ
う
な
こ
と
か
ら

も
、
住
ま
い
の
「
耐
震
化
」
が
重
要

で
あ
る
こ
と
が
判
り
ま
す
。

　
特
に
、
耐
震
基
準
が
大
き
く
変

わ
っ
た
昭
和
56
年
以
前
に
建
て
ら
れ

た
木
造
住
宅
に
お
住
い
の
人
に
つ
き

ま
し
て
は
、
ま
ず
は
耐
震
診
断
を
受

け
て
み
て
は
い
か
が
で
す
か
？
　
ご

自
宅
の
安
全
性
を
評
価
し
、
耐
震
補

強
が
必
要
か
ど
う
か
の
判
断
が
で
き

ま
す
。
耐
震
診
断
の
結
果
、
住
宅
の

耐
震
性
が
不
十
分
な
場
合
、
耐
震
改

修
工
事
を
行
い
耐
震
性
能
を
高
め
る

必
要
が
あ
り
ま
す
。
専
門
家
と
相
談

し
な
が
ら
、
住
宅
の
強
さ
や
補
強
方

法
を
決
め
て
、
耐
震
補
強
を
行
っ
て

く
だ
さ
い
。

　
な
お
、
本
市
で
は
、
昭
和
56
年
５

月
31
日
以
前
に
建
築
さ
れ
た
木
造
住

宅
の
耐
震
に
関
す
る
補
助
制
度
を
設

け
て
お
り
、
平
成
26
・
27
年
度
限
定

で
耐
震
改
修
補
助
の
補
助
金
上
乗

せ
、
建
物
除
却
に
対
す
る
補
助
を

行
っ
て
い
ま
す
。

　
ぜ
ひ
、
こ
の
機
会
に
ご
検
討
く
だ

さ
い
。

問
合
　
ま
ち
づ
く
り
政
策
課
（
市
役

所
２
階
23
番
窓
口
）

昭和 56 年 6 月に建築基準法の改正（耐震基準の強化）が行われ、
改正後の住宅に比べ改正前の住宅の耐震性能が低いことが表れてい
ます。
■ 阪神・淡路大震災における木造住宅（在来工法）の倒壊率

阪神・淡路大震災では瞬時に住宅が倒壊し、その下敷きにより亡く
なった人が死亡者数の全体の約 9割を占めました。

※参考　大阪府発行「木造住宅の耐
震化パンフレット」より

■ 阪神・淡路大震災での死亡原因

倒壊率 70％ 倒壊率 60％ 倒壊率 40％ 倒壊率 10％

～昭和25年 昭和 56 年～昭和 34 年
～56 年

昭和 25 年
～34 年

本市では、昭和 56 年５月 31 日以前に建築された木造住宅の耐震に関する補助制
度を設けており、平成 26・27 年度限定で耐震改修補助の補助金上乗せ、建物除却
に対する補助を行っています。

あなたの住まい、地震対策は大丈夫？

補助制度を活用して、
耐震診断をしてみませんか

倒壊した木造住宅の多くは昭和 56年以前に
建築されたものでした。

地震被害での死亡者の多くは家屋の倒壊などによる圧死でした。

窒息・圧死
88％

焼死・熱傷
10％

その他
2％

7 広報いずみおおつ　平成26年9月号

セーフコミュニティいずみおおつ

　
皆
さ
ん
に
セ
ー
フ
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

へ
の
理
解
を
深
め
て
い
た
だ
く
た
め

に
８
月
号
か
ら
連
載
を
開
始
し
ま
し

た
「
セ
ー
フ
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ 

い
ず
み

お
お
つ
」
の
第
２
回
は
、「
セ
ー
フ

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
誕
生
と
歩
み
に
つ

い
て
」
で
す
。

　
セ
ー
フ
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
活
動
の
誕

生
に
つ
い
て
は
、
現
在
か
ら
40
年
ほ

ど
前
、
１
９
７
０
年
代
ス
ウ
ェ
ー
デ

ン
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
で
始
ま
っ
た
傷

害
予
防
の
取
り
組
み
が
起
点
と
言
わ

れ
て
い
ま
す
。
こ
の
取
り
組
み
に
よ

り
、
外
傷
に
よ
る
受
診
率
の
低
下
、

住
民
認
識
度
の
向
上
お
よ
び
予
防
活

動
の
関
心
の
高
ま
り
が
結
果
と
し
て

報
告
さ
れ
て
い
ま
す
。
こ
の
結
果
に

影
響
を
受
け
て
導
入
し
た
ス
ウ
ェ
ー

デ
ン
の
他
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
で
も
同

様
の
効
果
を
上
げ
、
ま
た
、
専
門
家

の
分
析
に
よ
っ
て
そ
の
因
果
関
係
も

明
ら
か
に
な
っ
た
こ
と
か
ら
、
北
欧

を
中
心
に
さ
ら
な
る
広
が
り
を
見
せ

る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

　
当
時
、
外
傷
を
健
康
課
題
と
認
識

し
た
世
界
保
健
機
関
（
Ｗ
Ｈ
Ｏ
）
は
、

現
在
の
「
セ
ー
フ
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
」

活
動
の
促
進
の
た
め
、
ス
ウ
ェ
ー
デ

ン
に
あ
る
研
究
所
（
カ
ロ
リ
ン
ス
カ

医
科
大
学
）
と
の
協
働
で
Ｗ
Ｈ
Ｏ
地

域
安
全
推
進
協
働
セ
ン
タ
ー
を
設
置

し
、
セ
ー
フ
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
認
証
制

度
を
創
設
し
ま
し
た
。
ま
た
、
世
界

各
地
域
に
お
け
る
セ
ー
フ
コ
ミ
ュ
ニ

テ
ィ
の
促
進
・
支
援
な
ど
の
た
め
に
、

現
在
29
の
セ
ー
フ
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
支

援
セ
ン
タ
ー
が
各
地
に
置
か
れ
て
お

り
、わ
が
国
に
お
い
て
は
「
日
本
セ
ー

フ
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
推
進
機
構
」
が
国

内
唯
一
の
支
援
セ
ン
タ
ー
と
な
っ
て

い
ま
す
。（
左
図
参
考
）

　
近
年
、
セ
ー
フ
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
は

世
界
レ
ベ
ル
で
の
広
が
り
を
見
せ
て

お
り
、
今
年
の
５
月
現
在
で
は
全
世

界
で
３
３
４
の
地
域
が
認
証
さ
れ
て

い
ま
す
。
認
証
地
域
の
分
布
に
つ
い

て
は
、
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
や
ノ
ル

ウ
ェ
ー
を
は
じ
め
と
す
る
北
欧
、
オ

セ
ア
ニ
ア
、
北
ア
メ
リ
カ
、
韓
国
や

中
国
な
ど
の
ア
ジ
ア
地
域
で
認
証
が

多
い
傾
向
が
あ
り
ま
す
が
、
人
口
規

模
に
関
し
て
は
、
千
人
程
度
の
村
や

数
百
万
人
の
大
都
市
と
さ
ま
ざ
ま
で

す
。

　
日
本
で
は
、
平
成
20
年
に
京
都
府

亀
岡
市
が
日
本
で
初
と
な
る
認
証
を

受
け
て
以
来
、
現
在
で
は
９
つ
の
自

治
体
が
認
証
を
受
け
て
い
ま
す
。
ま

た
、
こ
れ
か
ら
認
証
取
得
を
目
指
し

て
い
る
自
治
体
は
本
市
を
含
め
て
５

つ
と
な
り
、
そ
の
他
、
取
り
組
み
を

検
討
し
て
い
る
自
治
体
も
複
数
あ
る

こ
と
か
ら
、
日
本
に
お
け
る
セ
ー
フ

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
取
り
組
み
は
徐
々

に
広
が
り
を
見
せ
て
い
る
状
況
で

す
。

　
本
市
で
は
今
年
６
月
に
セ
ー
フ
コ

ミ
ュ
ニ
テ
ィ
活
動
の
開
始
を
宣
言

し
、
認
証
取
得
を
目
指
し
て
い
ま
す

が
、
国
際
認
証
の
取
得
が
市
の
ブ
ラ

ン
ド
力
の
向
上
に
繋
が
る
の
も
セ
ー

フ
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
に
取
り
組
む
メ

リ
ッ
ト
の
一
つ
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

問
合
　
危
機
管
理
課
（
市
役
所
４
階
）

日
本
セ
ー
フ
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
推
進
機

構
代
表
理
事
・
白
石
陽
子
氏
の
コ
メ

ン
ト

　
セ
ー
フ
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
概
念
が

日
本
に
持
ち
込
ま
れ
た
当
時
、「
世

界
で
も
有
数
の
安
全
国
と
い
わ
れ
る

日
本
で
、
い
ま
さ
ら
海
外
の
活
動
は

必
要
な
の
か
」
と
い
う
声
も
聞
か
れ

ま
し
た
が
、
現
在
で
は
、
安
全
向
上

は
も
ち
ろ
ん
、「
協
働
に
よ
る
ま
ち

づ
く
り
」
の
手
法
と
し
て
も
関
心
が

高
ま
っ
て
い
ま
す
。
こ
の
活
動
の
良

さ
は
、
協
働
の
仕
組
み
の
な
か
で
、

地
域
の
資
源
を
最
大
限
に
活
用
し
な

が
ら
、
実
情
に
あ
っ
た
取
り
組
み
を

展
開
し
、そ
の
成
果
を
確
認
す
る
「
体

制
」「
仕
組
み
」「
能
力
」
の
構
築
に

あ
り
ま
す
。

セーフコミュニティいずみおおつ
本市では、国際認証制度であるセーフコミュニティ認証の取得を目指して、今
年６月に活動開始を宣言しました。
ここでは、セーフコミュニティについて皆さんの理解を深めていただくための
情報をお届けします。

Vol.2「セーフコミュニティの誕生と歩みについて」

白石陽子氏

コミュニティ（自治体など）

ＷＨＯ地域安全推進協働センター

セーフコミュニティ
支援センター

・世界に 29か所ある
・日本では「日本セーフ
コミュニティ推進機構」

カロリンスカ
研究所

（医科大学）

世界保健機関
（ＷＨＯ）

支援

申
請

審
査
・
認
証

協働

▷補助制度を利用して耐震診断しませんか／セーフコミュニティいずみおおつ




